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日本における若者の就業行動分析 : いわゆるフリ
ーター概念とその拡張
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狭義 広義〔Ｉ〕 広義〔11〕 広義〔111〕 広義〔Ⅳ〕
1987年
男
女
1.1万人
1.4 
１．６ 
1.9 
1.7 
2.0 
１．９ 
２．０ 
６．１ 
２．６ 
1992年
男
女
1．１ 
1.2 
1.6 
1.5 
1.6 
1.7 
１．７ 
１．９ 
４．１ 
２．４ 
1997年
男
女
１．５ 
1.4 
2.1 
２．１ 
２．２ 
２．２ 
2.2 
2.2 
５．４ 
2.9 
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者が決して多くないことによる。一方，広義のフリーター〔Ⅳ〕の追加要
素である(ホ)，（ヘ)，（い，（チ)については，３０～34歳がそれ以下の年齢
階級に匹敵するレベルにあることはすでに見た。表１０と表11の比較からも
分かるように，広義のフリーター〔Ⅳ〕では35～39歳フリーター数が1987
年には30～34歳のそれの8割以上，1992年以降も広義のフリーター〔Ｉ〕，
〔11〕，〔Ⅲ〕よりもｌ～２割ほど高くなっている。これは，ここでの追加
要素(ホ)～(チ)が35～39歳においてもそれ以下の年齢層とほぼ並ぶ高水準
にあることによるものである。
5．むすび
フリーターについては，近年の若者の就業行動を特徴づけるものとして
マスコミやメディアでしばしば取り上げられ，その是非も含めて様々に論
じられている。しかしながら，それについてはこれといった明確な理論的
あるいは社会通念上確立された概念が存在するわけではなく，どちらかと
いえば各論者が抱くイメージが先行する形で取り上げられてきた。その点
で，労働省がフリーターについての独自の定義を与え，政府統計の個票を
再集計することでその規模の把握を行ったことは，どちらかといえば主観
的な思い込みの域を出ないものに基づくそれまでのフリーター論議とは明
らかに一線を画する新たな展開として高く評価できる。今回の作業がその
着想の根拠を労働省の推計方式に求めたのも，このような理由からであ
る。
とはいえ，フリーターの存在に様々な要素が重複的に投影されているの
も事実である。このため，一定の定義を導入し，それに該当するフリータ
ーの規模を提示することで，社会的関心事でもあるフリーターについての
統計的把握問題が落着，というわけにはいかない。むしろ，フリーターと
いう存在を規定していると思われる諸要素を組み合わせることにより，フ
リーター，あるいはその隣接集団，さらにはその予備軍的な者の規模やそ
2２ 
れらの相互関係についての統計的追求を行うことで，わが国の若者の就業
行動の実態にアプローチすることに意味があるように｣思われる。本稿で，
労働省のフリーターの定義から出発して，狭義のフリーターさらには一連
の広義のフリーター概念を導入しその拡張を試みたのはこのような問題意
識からである。
狭義と広義のフリーターについての推計結果はすでに本文で指摘した通
りであるが，本稿が主たる課題としたフリーター概念の拡張という点でい
えば，各追加要素の中で(ホ)，（ヘ)，（ト)，（チ)は，他の追加要素と比
べ，男女・年齢構成の面でかなり異質であるように思われる。この点で，
(ホ)，（ヘ)，（ト)，（チ)をフリーターの予備軍的な存在として他の追加要
素と並列的に論じるのは必ずしも適切ではないように思われる。
また今回は，労働省がフリーターの対象年齢外としている35～39歳層に
ついて，同様の集計条件を適用して，いわば年長フリーターの規模の推計
も行ってみた。その結果，年長フリーターはその規模的には必ずしも無視
できるようなものではなく，当初の予想以上に高い年齢層にまでフリータ
ー的就業行動をとる者の分布が伸びていることがわかった。
なお，今回，集計計画の不備で，ｍ２，，３をリサンプリング・データか
ら直接推計することができなかった。また女子有業フリーターのうちで仕
事を従とする者を集計から除外することができず，平成12年版労働省推計
(LES12）とそのカバレッジの面で適切な関連付けを行うことがなかっ
た。そのため，調査年次間で女子フリーターのカバレッジに差異を生じさ
せてしまい，推計値の範囲をいたずらに複雑にしてしまった。また，
ＬＥＳｌ２の推計方式による男女・年齢階級別の公表数字が万人単位でしか
与えられていないことから，今回のりサンプリング・データの再集計によ
る推計値の精度を十分生かすことができなかった。
フリーターに特徴的な就業行動の一つとして，頻繁な転職（jobhop
ping）がある。その意味では，本稿で導入した狭義のフリーター層の中
に，そのコア的な存在としてのjobhopperを位置づけなければならない
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かもしれない。また，このようないわば転職性向が本稿で導入した一連の
広義のフリーターの諸概念とどういった関連を持つかも興味深い。「就調」
の全調査サンプルによるより高い精度での推計作業とともに，こういった
諸課題については，機会を改めて検討･することにしたい。
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